
自

至
令 和 ７ 年 度

令和　７年４月　１日

令和　８年３月３１日

宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 会 計 決 算 書



 



１　令和７年度宇都宮市下水道事業決算報告書・・・・・・・・・・・・・１
　

２　令和７年度宇都宮市下水道事業損益計算書・・・・・・・・・・・・・５

３　令和７年度宇都宮市下水道事業剰余金計算書・・・・・・・・・・・・７

４　令和７年度宇都宮市下水道事業欠損金処理計算書・・・・・・・・・・７

５　令和７年度宇都宮市下水道事業貸借対照表・・・・・・・・・・・・・９

６　注記・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１

目　　次



第4項 予 備 費 20,000,000 0 0 0 0

0 0第3項 特 別 損 失 1,423,342,000 △ 14,300,000 0

第2項 営 業 外 費 用 592,846,000 △ 24,396,000 0 0 0

第1項 営 業 費 用 16,035,946,000 △ 350,885,000 0 0 0

18,072,134,000 △ 389,581,000 0 0 0

円
第1款 下 水 道 事 業 費

円 円 円 円

予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企業法
第24条第３項の
規 定 に よ る
支 出 額

支　　　出

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額

第3項 特 別 利 益 1,240,004,000 △ 300,190,000 0

第2項 営 業 外 収 益 3,804,969,000 △ 173,096,000 0

第1項 営 業 収 益 13,640,644,000 △ 464,848,000 0

18,685,617,000 △ 938,134,000 0

補正予算額
地方公営企業法第24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

第1款 下 水 道 事 業 収 益
円 円 円

１ 令 和 ７ 年 度 宇 都 宮 市

⑴　収益的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

当初予算額
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　20,000,000 0 20,000,000 0 0 20,000,000

0 219,967,666
（うち，仮払消費税及び仮払
　地方消費税 91,775,673円）1,409,042,000 0 1,409,042,000 1,189,074,334

568,450,000 568,254,979 0 195,021

（うち，仮払消費税及び仮払
　地方消費税 661,930,891円）

568,450,000 0

15,685,061,000 0 15,685,061,000 15,454,330,587 0 230,730,413

17,211,659,900 0 470,893,100

円

17,682,553,000 0 17,682,553,000

円 円 円 円 円

小　　　計

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

合　　　計

（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  26,235円）

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

不　用　額 備　　　　　考

96,279,301
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税  14,422,759円）
（うち，消費税及び地方消費税還付額　 289,601,337円）

939,814,000 941,192,737 1,378,737

12,937,687,754 △ 238,108,246 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税　800,157,889円）

3,631,873,000 3,728,152,301

13,175,796,000

円 円

17,747,483,000 17,607,032,792 △ 140,450,208

合　　　計

円

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　　　　　　　　考
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円
⑸　過年度分損益勘定留保資金 円
⑹　当年度分損益勘定留保資金 円

計 円

第3項

円

円円

24,589,577

4,510,968,380

⑵　資本的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　算　　　　　　　　額

円

4,976,500,000 1,835,900,000

第1款 資 本 的 収 入

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26条
の規定による繰越額に
係 る 財 源 充 当 額

第2項 国 庫 補 助 金 3,185,089,000 174,449,000 3,359,538,000 783,564,050

企 業 債 5,224,700,000 △ 248,200,000

円
9,585,862,000 △ 361,133,000 9,224,729,000 2,628,304,257

第1項

出 資 金 728,816,000 29,788,000 758,604,000

0

0

第6項 受 益 者 負 担 金 23,084,000 4,500,000 27,584,000

第4項 他 会 計 負 担 金 50,573,000 0 50,573,000

0

0

支　　　出

第7項 固定資産売却代金 2,000 0 2,000

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額
流 用
増 減 額

小　　　計
地方公営企業法
第 26 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

3,335,387,427

円 円 円 円
13,867,931,000

円 円
0

第2項

第1款 14,581,177,000 △ 713,246,000 0

第1項 建 設 改 良 費 10,756,658,000 △ 713,246,000 0 10,043,412,000

707,083,170

0

3,810,670,000

0

3,477,037,076

円
円

 

1,000

00

3,335,387,427

第3項 諸 支 出 金

企 業 債 償 還 金

0 13,848,000

0 3,810,670,000

373,598,000

0 0 0

資 本 的 支 出

△ 321,670,000工 事 負 担 金 8,840,207

0

⑴　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 302,258,557

0

⑶　会計統合による引継補てん財源 0
⑵　過年度繰越工事資金

１ 決算額において，資本的収入額が資本的支出額に不足する額 4,510,968,380 円は，次のとおり補てんした。

第4項 その他資本的支出 1,000

⑷　減債積立金取り崩し額

51,928,000第5項

13,848,000
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未借入企業債 未借入企業債
国庫補助金 　 国庫補助金
当年度分損益勘定留保資金 　 当年度分損益勘定留保資金

　

未借入企業債 未借入企業債
国庫補助金 当年度分損益勘定留保資金
当年度分損益勘定留保資金

未借入企業債
既収入特定財源 当年度分損益勘定留保資金
未借入企業債
国庫補助金
工事負担金 未借入企業債
当年度分損益勘定留保資金 当年度分損益勘定留保資金465,219,232 円

⑺　資産購入事業
3,000,000 円
3,092,306 円

円
1,047,091,800

円

⑸　工業団地排水処理改良費

870,168

円
円

⑹　建設費負担金事業

41,697,400 円

⑵　特定環境保全公共下水道建設費

⑶　公共下水道改良費
3,809,115

55,515,300

71,900,000

105,000,000
円

137,200,000 円

円

41,500,000 円

円
円

94,024,100 円

円

28,193,000 円

9,392,000
1,149,000,000

決　算　額

105,000,000 円

円
5,795,858,383 △ 6,057,174,874

△ 3,436,200,000

△ 726,380

△ 4,879,936

△ 2,000

288,491,700

予算額に比べ
決算額の増減

円 円 円

0

0

0 11,853,033,257

継 続 費 逓 次
繰 越 額 に 係 る
財 源 充 当 額

合　　　計

0 3,376,200,000

0 4,143,102,050 1,652,417,550 △ 2,490,684,500

6,812,400,000

0 758,604,000 634,032,456 △ 124,571,544

0 50,573,000 50,462,486 △ 110,514

0

0 27,584,000 26,857,620

0 2,000 0

合　　　計
地方公営企業法第
26条の規定による
繰 越 額

決　算　額
合　　　計

円

1,276,226,000

0

0

3,810,670,000

6,473,481,670

3,810,669,804

13,378,799,427

17,203,318,427

円 円
0

6,329,322,121

0

60,768,207

継 続 費
逓 次
繰 越 額

円
10,297,434,763

0

0

13,283,289

円
円

1,000

２ 建設改良費の翌年度繰越額6,329,322,121円は，次のとおり財源として充当する。

0

⑷　特定環境保全公共下水道改良費

0

0

55,888,271

13,848,000

1,403,100,000

⑴　公共下水道建設費

翌 年 度 繰 越 額

円
576,561,543

575,995,636

196

円
6,329,322,121

6,329,322,121

0

6,329,322,121

564,711

1,000

備　　　　　考

 

不　用　額

（うち，仮払消費税及
　び仮払地方消費税
　565,799,409円）

（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税
　2,880,867円）

備　　　　　　　　　　　　考
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（単位：円）

１

⑴ 7,767,465,286

⑵ 4,084,836,791

⑶ 38,642,000

⑷ 232,352,484

⑸ 14,233,304 12,137,529,865

２

⑴ 887,313,118

⑵ 550,744,656

⑶ 4,119,772,039

⑷ 37,711,767

⑸ 24,358,781

⑹ 542,032,766

⑺ 534,414,005

⑻ 415,775,262

⑼ 141,360,000

⑽ 7,478,989,445

⑾ 59,927,857 14,792,399,696

営　業　損　失 2,654,869,831

３

⑴ 3,279,034,516
⑵ 145,665,979 3,424,700,495

４

⑴ 567,832,524

⑵ 56,562,592 624,395,116 2,800,305,379

経　常　利　益 145,435,548

５

⑴ 341,935

⑵ 36,250,000

⑶ 647,787

⑷ 3,926,780 41,166,502

６

⑴ 2,566,516

⑵ 資 産 減 耗 費 1,094,732,145 1,097,298,661 △ 1,056,132,159

910,696,611

0

24,589,577
886,107,034

その他の営業収益

売 電 事 業 費

  その他未処分利益剰余金変動額
  当年度未処理欠損金

  前年度繰越利益剰余金

普 及 指 導 費

流 域 下 水 道 費

業 務 費

総 係 費

  当 年 度 純 損 失

処 理 場 費

売 電 事 業 収 益

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

営 業 費 用

水 質 規 制 費

その他特別利益

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

雑 収 益

過年度損益修正損

特 別 損 失

引 当 金 戻 入

雑 支 出

２　 令 和 ７ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書

営 業 収 益

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

国 庫 補 助 金

長期前受金戻入

営 業 外 収 益

過年度損益修正益

国 庫 補 助 金

営 業 外 費 用

特 別 利 益

支 払 利 息
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資本金

受贈財産評価額 国庫補助金 県補助金 他会計負担金

前年度末残高 68,420,878,502 836,453,059 102,191,000 92,574,401 10,260,220

前年度処分額 89,843,747 0 0 0 0

議会の議決による処分額 89,843,747 0 0 0 0

資本金への組入れ 89,843,747 0 0 0 0

減債積立金の積立 0 0 0 0 0

建設改良積立金の積立 0 0 0 0 0

68,510,722,249 836,453,059 102,191,000 92,574,401 10,260,220

当年度変動額 634,032,456 0 0 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0 0

一般会計出資金の受入 634,032,456 0 0 0 0

国庫補助金の受入 0 0 0 0 0

受贈財産 0 0 0 0 0

当年度純損失 0 0 0 0 0

69,144,754,705 836,453,059 102,191,000 92,574,401 10,260,220

 （単位：円）

資本金 資本剰余金 未処理欠損金

69,144,754,705 1,081,911,141 △ 886,107,034

0 0 0

（繰越欠損金）
69,144,754,705 1,081,911,141 △ 886,107,034

議会の議決による処理額

 

当年度末残高

処理後残高

４　令 和 ７ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 欠 損 金 処 理 計 算 書

当年度末残高

処分後残高

資本金
資　　本　　剰　　余　　金

３   令 和 ７ 年 度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

　　　　　　（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 剰　　余　　金
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（単位：円）

そ   の   他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　　　計

減債積立金
建設改良
積 立 金

未処分利益
剰   余   金

利益剰余金
合          計

40,432,461 1,081,911,141 24,589,577 470,632,141 316,203,281 811,424,999 70,314,214,642

0 0 223,452,864 2,906,670 △ 316,203,281 △ 89,843,747 0

0 0 223,452,864 2,906,670 △ 316,203,281 △ 89,843,747 0

0 0 0 0 △ 89,843,747 △ 89,843,747 0

0 0 223,452,864 0 △ 223,452,864 0 0

0 0 0 2,906,670 △ 2,906,670 0 0

（繰越利益剰余金）

40,432,461 1,081,911,141 248,042,441 473,538,811 0 721,581,252 70,314,214,642

0 0 △ 24,589,577 0 △ 886,107,034 △ 910,696,611 △ 276,664,155

0 0 △ 24,589,577 0 24,589,577 0 0

0 0 0 0 0 0 634,032,456

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 △ 910,696,611 △ 910,696,611 △ 910,696,611

（当年度未処理欠損金）

40,432,461 1,081,911,141 223,452,864 473,538,811 △ 886,107,034 △ 189,115,359 70,037,550,487

資本合計

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 剰　　余　　金

利　益　剰　余　金
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（単位：円）

１

⑴

イ 7,140,508,386

ロ 751,191

ハ 11,413,360,987

△ 6,987,795,291 4,425,565,696

ニ 265,400,155,353

△ 127,105,849,705 138,294,305,648

ホ 46,631,369,052

△ 26,434,992,681 20,196,376,371

ヘ 21,231,831

△ 10,209,476 11,022,355

ト 45,736,596

△ 30,880,057 14,856,539

チ 3,301,213,597

173,384,599,783

⑵

イ 754,016,387

ロ 6,498,400

760,514,787

⑶

イ 1,116,000

ロ 157,054

1,273,054

174,146,387,624

２

⑴ 3,746,529,265

⑵  1,088,891,726

△ 21,982,136 1,066,909,590

⑶ 908,323,000

⑷ 8,267

5,721,770,122

179,868,157,746

構 築 物

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

未 収 金

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

投資その他の資産

現 金 預 金

電 話 加 入 権

建 設 仮 勘 定

資 産 合 計

その 他 流動 資産

流 動 資 産 合 計

そ の 他 投 資

出 資 金

流 動 資 産

前 払 金

貸 倒 引 当 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具,器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

施 設 利 用 権

５    令 和 ７ 年度 宇 都 宮 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　 産　　 の　　 部

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

立 木
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３

⑴

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 35,104,823,283

ロ その他の企業債 900,000,000

36,004,823,283

⑵

イ 637,346,251

637,346,251

36,642,169,534

４

⑴

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 3,474,171,738

3,474,171,738

⑵

イ 1,308,605,176

ロ 1,433,605,798

2,742,210,974

⑶

イ 60,582,159

ロ 11,858,859

72,441,018

⑷ 24,422,023

6,313,245,753

５

⑴ 131,078,145,724

　 △ 65,789,944,802 65,288,200,922

⑵ 1,586,991,050

66,875,191,972

109,830,607,259

６

⑴ 69,144,754,705

69,144,754,705

７

⑴

イ 836,453,059

ロ 102,191,000

ハ 92,574,401

ニ 10,260,220

ホ 40,432,461

1,081,911,141

⑵

イ 223,452,864

ロ 473,538,811

ハ △ 886,107,034

( △ 910,696,611 )

( 24,589,577 )

△ 189,115,359

892,795,782

70,037,550,487

179,868,157,746

資 本 合 計

長 期 前 受 金

引 当 金

営 業 未 払 金

賞 与 引 当 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金

流 動 負 債

その他流動負債

法定福利費引当金

未 払 金

収 益 化 累 計 額

企 業 債 合 計

未 払 金 合 計

繰 延 収 益

利 益 剰 余 金 合 計

流 動 負 債 合 計

そ の 他 未 払 金

資　　 本　　 の　　 部

剰 余 金 合 計

（うち当年度純損失）

繰 延 収 益 合 計

他 会 計 負 担 金

建設改良積立金

負　　 債　　 の　　 部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

退職給付引当金

企 業 債

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

（うちその他未処分利益剰余金変動額）

当年度未処理欠損金

国 庫 補 助 金

減 債 積 立 金

県 補 助 金

受贈財産評価額

建設仮勘定長期前受金

資 本 金

資 本 金

その他資本剰余金

負 債 合 計
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産 

 ・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

建物   １５～５０年 

構築物          ５０年 

機械及び装置  ８～２０年 

⑵ 無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

・主な耐用年数 

   施設利用権           ２０年 

 

 ２ 引当金の計上方法 

⑴ 退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末在籍職員に係る退職手当の要支給額

に相当する金額を計上している。 

⑵ 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に

基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

⑶ 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末にお

ける支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

⑷ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，原則として，過去３ヶ年の貸倒実績率の

平均に基づき回収不能見込額を計上している。 

 

 ３ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

⑴ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 重要な非資金取引 

   当年度，新たに受贈した管渠等の評価額は 425,377,860 円である。 
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Ⅲ．貸借対照表等関連 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還

予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 383,043,087 円である。 

 

２ 引当金の取崩し 

⑴  退職給付引当金の取崩し 

令和７年度において，退職手当として 75,719,072 円を支給することとなったため，

退職給付引当金 75,719,072 円を取り崩した。 

⑵  賞与引当金の取崩し 

令和７年度において，期末手当及び勤勉手当として 166,523,983 円を支給すること

となったため，賞与引当金 58,921,942 円を取り崩した。 

⑶  法定福利費引当金の取崩し 

令和７年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 30,334,956 円

を支出することとなったため，法定福利費引当金 11,281,652 円を取り崩した。 

⑷  貸倒引当金の取崩し 

令和７年度において，令和２年度下水道使用料の不納欠損処理のため，貸倒引当金

6,080,068 円を取り崩した。 

 

３ 繰延収益 

償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等については，長期前受金として繰延

収益に計上した上で減価償却見合い分を順次収益化している。 

 

Ⅳ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

宇都宮市下水道事業会計は，公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業を含む）ほ

か３事業を含む，４つを報告セグメントとしている。 

なお，各報告セグメントに属する事業の内容は，以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における，生活排水等の処理及び雨水排除 

農業集落排水事業 農業集落における，生活排水等の処理 

地域下水処理事業 住宅団地等における，生活排水等の処理 

工業団地排水処理事業 平出工業団地，清原工業団地から排出される工業排水の処理 
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 ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（自 令和７年４月１日 至 令和８年３月３１日） 

（単位：千円） 

 公 共 

下 水 道 事 業 

農 業 集 落 

排 水 事 業 

地 域 下 水 

処 理 事 業 

工 業 団 地 

排水処理事業 
合 計 

営業収益 11,046,342 394,448 203,578 493,162 12,137,530 

営業費用 12,961,383 600,828 386,863 843,326 14,792,400 

営業損益 △ 1,915,041 △ 206,380 △ 183,285 △ 350,164 △ 2,654,870 

経常損益 100,529 53 25 44,829 145,436 

資産 165,098,950 8,614,969 3,214,219 2,940,020 179,868,158 

負債 99,041,994 6,138,816 2,945,873 1,703,924 109,830,607 

 

Ⅴ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっている。 

 

２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内   7,656,792 円 

   １年超   6,698,472 円 

    計          14,355,264 円 

 


